	ソフトウェア業


ソフトウェア業は、組込み機器の機能高度化によるソフトウェアの開発更新、業務システムの更新など一定の需要があり、これまで底堅く推移してきた。しかし、平成20年10月以降のリーマンショックによる経済情勢悪化の影響により、製品開発案件の減少、ＩＴ投資の手控えなどにより、厳しい受注状況に置かれている企業がある。しかし、その一方で、堅実な需要を得ている企業があるなど発注企業の業種、規模などにより経営環境が大きく異なり「まだら模様」の様相である。
業界概要　

ソフトウェア業は、コンピュータ・プログラムの開発を専門的に行い、「ソフトウェアハウス」と呼ばれる。

ソフトウェアの種類には、基本ソフトと呼ばれるオペレーティングシステム（Operating System, OS）、アプリケーション・ソフトウェア（Application software，App）、その両者を繋ぐミドルウェア（Middleware，OSとAppを繋ぎ作動するようにする）がある。

他の分類として、特定のユーザーの依頼により開発される専用ソフトウェア（「受託ソフトウェア」と呼ぶ）と、複数のユーザーへの導入・販売を目的とした「パッケージ・ソフトウェア」とに分類される。さらに、受託ソフトウェアは、専用機器だけに専用開発される「組込み系ソフトウェア」と、業務システムを運営管理するための「業務系ソフトウェア」とに分類される。また、パッケージ・ソフトウェアにも、「業務用パッケージ」と「個人用パッケージ」など分類方法も多岐にわたる。

資本系列や創業の経緯により、情報機器メーカーから独立した「メーカー系」、システムユーザーの情報システム部門が独立した「ユーザー系」、そしてどちらにも属さない「独立系」に大別され、系列化が進む。
平成11年3月19日公布の「ものづくり基盤技術振興基本法」において、「ものづくり基盤産業」に製造業などと並んで、ソフトウェア業が含まれることが政令で定められた。なかでも組込系ソフトウェアに係る技術は、18年４月26日公布の「中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律」で、「特定ものづくり基盤技術」として、金型技術、成形加工技術などと同様に指定され様々な支援がなされる。
大阪の地位
22年における大阪府内のソフトウェア業の事業所数は1,555で、東京都に次いで全国第２位である（経済産業省『平成22年特定サービス産業実態調査報告書』）。対全国比は10.9％と、18年以降増加している。

従業者数は67,949人（対全国比10.6％）、年間売上高は1兆1,158億円（同8.4％）となっている。神奈川県と比べると従業者数、年間売上高において大阪府は双方とも上回り、全国第２位となっている。また、大阪府のソフトウェア業は、一人当たり・一事業所当たり売上高が全国平均よりも低くなっており、小規模性が強い。

受注、収益確保は厳しい
ソフトウェア業の受注は、全国的にみると10年以降伸びは鈍化しながらも増加傾向を持続してきた。その要因としては、11年には、西暦2000年問題への対応による需要が発生したことと、逆に12年には2000年問題への不安から情報化投資を手控えてきた企業が投資を増加させたことと考えられる。近年においても受注・販売は増加していたが、リーマンショックなど世界的な経済情勢の悪化により、企業のＩＴ投資にも陰りが出始めた。その後は、持ち直しつつあったが、23年の東日本大震災による各種メーカーの開発遅延が組込み系ソフトウェア業に対して、厳しい影響を与えている。統計数字上は大阪府、全国とも5年前から比べて、増加のち微減となっているが、まだら模様が強く、全体的には受注環境に明るさはみえない。
24年当初からは、通信インフラ関連の更新開発に関する受注が底堅く、それに関わる企業では4月以降も受注は堅調である。しかしながら、家電関連の開発については開発金額の減少や案件の減少により、4月以降の受注の動きは鈍い。「受注額の減少は主として、受注単価の下落によるもの。リーマンショック以降一度落ち込んだ単価は、上昇せず低いままである。このため、受注のボリュームは回復しても、売上高および収益につながりにくい」（通信機器開発の組込系ソフトウェア企業）。
資金繰りにも苦慮
売上高減少により、固定費の比率が高まり、運転資金など資金繰りが窮屈となっている。ソフトウェア開発の形態として、「受託開発形態」と技術者をクライアント先に常駐させる、派遣法に基づく「派遣契約形態」とに分けられる。派遣契約形態の場合、時間チャージで計算された報酬について、請求し受領できる。このため、資金繰り面では、受託開発形態よりも派遣契約形態の方が、楽であることが多い。「派遣の方が企業の資金繰りはいいが、社員のアイデンティティや教育、今後の経営に企業体として問題を抱えしまうのが、わかっているため、安易に派遣契約に踏み込みにくい。したがって、請負一本でがんばっているが、資金繰りが常に厳しい」（家電機器開発の組込み系ソフトウェア企業）。
「開発案件を受注しても、販売時期の見直しや開発企業の都合による影響で仕様変更が頻繁に起こり、完成による売上金回収に時間を要する。このため、春以降も資金繰りが厳しい」（家電機器開発の組込み系ソフトウェア企業）
製造業等の発注者の海外移転に危機感

円高影響により、製造業を中心に生産の海外移転が進んでいる。自動車や家電分野においては、国内で実施していた開発工程の一部を生産拠点と同時に移設する動きがみられる。そのため、組込み系ソフトウェア業の場合では、海外オフショア開発やさらに進んで、海外における開発へ展開するケースもみられる。これにより、国内のソフトウェア業はこれまで以上に原価低減を迫られるなど危機感を募らせる。本年に入っても、開発工程の前後以外のコーディングの部分など労働集約的な部分については、海外にオフショア開発化の動きも加速しつつある。特に、家電産業は円高対策で生産の海外移転が進めば、それに同調する形でソフト開発も海外にて実施する傾向が強まってきている。しかし、通信インフラ関連や交通関連の組込み系ソフトウェアについては、家電関連のような開発の海外移転はさほどみられない。オフショア開発に関しても、業界や規模でまだら模様となっている。
技術者の能力向上に投資
リーマンショック以降、技術者数が余剰となり、雇用調整助成金を受給しながら人材教育に力を入れる企業が多かった。その結果、新たな受注の取組を拡大するなど、これまで一定の成果を挙げた企業もみられる。加えて、社員の能力向上に、OJTのみならず外部研修などへ積極的に派遣し、高度な新たな知識や技術を習得させ、来るべき成長産業における受注開拓に備えている。春からも受注が減少した家電分野の組込み系ソフトウェア業では、派遣していた社員を現場から引き上げ、社内教育している。
東日本大震災の影響と節電対応

[image: image1.wmf]表３　主要都府県のソフトウェア業（平成22年）

1,555

67,949

1,115,844

(10.9)

(10.6)

(8.4)

4,920

334,342

8,319,018

(34.4)

(52.2)

(63.0)

1,014

60,036

943,815

(7.1)

(9.4)

(7.1)

958

25,799

691,752

(6.7)

(4.0)

(5.2)

813

24,712

363,387

(5.7)

(3.9)

(2.8)

全　国　計

14,321

640,547

13,210,126

92,245

2,062

（注）（　　）内は全国に対する構成比。

資料：同『平成22年　特定サービス産業実態調査報告書　ソフトウェア
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震災による直接的な影響は少ないとみられる。しかし、一部の組込み系ソフトウェア業については、大手マイコン部品製造業が東日本大震災で大きな被害を受け、営業停止に追い込まれたため、開発の中止や遅延が生じ、開発プロジェクトの売上回収にやや問題が生じた企業もみられた。この影響は今年度も引き続き企業の経営面に負の影響を与えている。
節電対応については、関西電力館内で計画停電が実施される恐れもあるが、23年度の関東地域で生じた計画停電に対応した設備増強がなされており、サーバーの稼動に関しても停電実施エリア以外におけるサーバーのミラー化によるデータバックアップ、およびバッテリバックアップ型無停電電源装置やノンストップ電源の導入などによる電源確保対策が採られている。そのため、今期について負の影響を懸念する企業は少なかった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
今後の動き
組込み系ソフトウェア業に関しては、大手製造業が製造拠点を海外に移設する動きが加速しており、受託、派遣案件の受注減少に歯止めがかからない。このため、従来の取引先以外で開発・製造を行い、日本国内で実施される見込みの高い事業（自動車の制御モジュール、医療機器の制御、環境住宅および設備の大規模システム制御など）への営業シフトを加速させている。
また、技術変化の早い携帯情報端末のアプリ開発に力点を置き、薄利多売型のビジネスモデルを描く企業もみられる。国内で少なくなった開発案件について専門性をもち、営業開拓するため、受注競争も激化していく様相である。　　

一方、業務系ソフトウェア業に関しては、大企業のシステム更新需要、中小企業向けパッケージ・ソフト導入時のカスタマイズとその更新作業などを主体とした受注開拓に注力していく。こちらも、発注者の経営業績次第であり、24年後半においても苦戦を強いられるとみている。
（松下　隆）
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